
（様式－１ 表紙） 

 

  １ 調査名称：平成 26 年度 

        総合都市交通体系調査（都市計画道路の見直し検討）業務委託 

 

 

 ２ 調査主体：埼玉県 

 

 

 ３ 調査圏域：埼玉県全域 

 

 

 ４ 調査期間：平成２６年度 

 

 

 ５ 調査概要：都市計画道路について、本格的な人口減少・超高齢社会の到来と 

いった社会状況の変化を踏まえて、必要性に加え、構造の適正さの視点に重点

を置き検証を行った上で、必要となる見直しに取り組むものである。 

 当初都決の時期によらず、整備済以外の全ての都市計画道路（幹線街路・自

動車専用道路等は除く）を対象として、検証及び見直しを行うこととする。 



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名：平成 26 年度 

       総合都市交通体系調査（都市計画道路の見直し検討）業務委託 

 

 ２ 報告書目次 

 

第１章 概 要 

 １．１ 業務概要 

 １．２ 実施方針 

 １．３ 資料収集・整理 

  1.3.1 交通量推計 

  1.3.2 見直すべき路線の状況整理 

 １．４ 検討結果概要 

  1.4.1 将来交通量配分（39 ケース） 

  1.4.2 見直すべき路線の状況整理（38 路線） 

 １．５ 概要版 

 

第２章 交通量推計 

 ２．１ 交通量配分の手法 

  2.1.1 配分手法 

  2.1.2 モデル式及びパラメータ 

  2.1.3 ＱＶ式 

 ２．２ 道路ネットワーク及びゾーニング 

  2.2.1 現況道路ネットワーク 

  2.2.1 将来道路ネットワーク 

  2.2.2 ゾーニング 

 ２．３ 推計手法の検証 

 ２．４ 交通量配分結果 

  2.4.1 現況交通量配分結果 

  2.4.2 将来交通量配分結果 

 ２．５ 定量的評価による見直しの整理 

  2.5.1 見直し候補路線及び見直しケースの整理 

  2.5.2 定量的評価の考え方 

  2.5.3 定量的評価による見直しの結果 

 



第３章 見直すべき路線の状況整理 

 ３．１ 見直しの対象路線及び見直しケースの整理 

 ３．２ 道路機能に関する支障の判断の目安 

  3.2.1 総合的判断による見直しの検討フロー 

  3.2.2 道路機能に関する支障の判断の目安 

 ３．３ 総合的判断による見直しの結果 

  3.3.1 道路機能の支障の判断の評価結果 

3.3.2 第３段階シートの作成 

 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４ 委員会名簿等：特になし 

 

 

 

 

 

 

 

管理技術者 

担当技術者 



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

本業務は、本格的な人口減少・超高齢社会の到来による社会経済情勢を踏まえた都市計画道路

の見直しを行うため、県が指示する複数の将来道路網における交通量推計を行い、併せて見直す

べき路線について、その根拠となる理由を整理することを目的とする。 

 

 

 ２ 調査フロー 

 

 
(1)計画準備

●業務計画書作成

●関連資料･データの収集

●各種与条件の確認

(2)交通量推計

①将来交通量配分データの作成

②将来交通量配分　39ケース

(3)見直すべき路線の状況整理

見直すべき路線　38路線

(4)報告書作成
 

 

 

 



 

 ３ 調査圏域図 

 

 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

 

 

 



 

 



 

 

 



 



 

 


